
 

  



 

まずは今回の決算の概要をご説明いたします。 

第２四半期実績については、百貨店事業の業績を中心に 8月発表予想を上回り、営業利

益、経常利益は過去最高となりました。 

百貨店事業だけでなく、ほかの事業セグメントもすべて増益となりました。 

百貨店事業は、外部環境の好影響が第２四半期でも継続し、国内売上、インバウンド売

上ともに 2018 年度の同期間実績を超えました。 

特にこの 7月から 9月はインバウンド売り上げの伸びが加速いたしました。 

経費については、売上連動部分については増加しましたが、経費コントロールの結果、

対予想では抑制し、増益に寄与しました。 

  

                                                    

                 

    

                                       
      

                       

        

                             
             
                       
                       

      

                                   
              

     

                        

            

                                 

                                      

          

 



食品事業は点単価の上昇と客数の回復の双方が寄与し、食品スーパーの既存店売上高は

前年を上回りました。 

経費面でも前年、予想の双方に対して抑制を行い、増益に貢献しております。 

商業施設事業は、運営するビジネスホテルの高稼働が継続し、好調な進捗となりました。 

この結果を受けた、通期の見通しについては、連結の営業利益は今年度を最終年度とす

る中期経営計画目標値を大幅に上回る 220 億円を見込んでおります。 

第２四半期までの実績は、外部環境が追い風になっている側面も多くあると考えており、

第３四半期以降の見通しにはこの好影響を前提としては織り込まず、下期では概ね期初

計画並みと見ております。 

  



 

ここからは上期実績、通期見通し、そして中長期的な成長に向けての考え方の順にご説

明いたします。 

  

                                                    

      

 

              

               

             



 

上期実績については、ご覧の通りの順番でご説明いたします。 

  

                                                    

               

 

      

          

       

      

        

           

      



 

まずは連結業績について、ご説明いたします。 

総額売上高は百貨店事業がけん引し、対前年、対予想を上回る進捗となりました。 

売上高および経費の面で順調な進捗となったことから、営業利益は 99 億円、経常利益

は 107 億円と、上期として過去最高となりました。 

四半期純利益についても、前年、予想をともに上回る 63億円となりました。 

  

                                                     

        

          

       
    

                                

                             

                

                 

          

          

            
        
        

                            

                                  



 

セグメント別の業績についてご説明いたします。 

全てのセグメントが増益となりました。対前年では百貨店事業、食品事業がけん引しま

した。 

百貨店事業は国内売上、インバウンド売上ともに高額商材がけん引し、売上高は予想比

103.8%となりました。継続的なコストコントロールも寄与し、百貨店事業としての営業

利益も過去最高となりました。 

食品事業は 7月から 9月の売上回復が強くなりました。特にイズミヤ・阪急オアシスの

増益が寄与し、対前年で 25億円の増益となりました。 

商業施設事業は大井開発が運営するビジネスホテルの高稼働が継続し、増益となり、予

想も大きく上回りました。 

                                                    

       

        

       

        
     

        

 

            

         

                    
       

                              

                           

                         

                            

             

                           

                                          

                                    

                      
                                             

     

                                                     



 

セグメント別の業績をグラフで示したものがこちらです。 

左からは対前年の増減要因、右からは対予想の増減要因を示しています。 

対前年では百貨店事業と食品事業が大きく貢献をしております。 

予想に対しては、百貨店事業と商業施設事業が貢献し、予想を大きく上回りました。 

  

                                                    

            

                  

  
    

  
    

  
    

            

   
   

   
   

   
   

  
   

    
  

    
  
  

    
  
  

    
  

  
     

   

 



 

百貨店事業についてご説明いたします。 

堅調な国内売上とインバウンド売上の急伸により、都心店が牽引し、売上高は前年、予

想をともに上回りました。 

経費については、人件費や売上連動経費の増加により、前年に対しては 32 億円の増加

となったものの、予想よりも抑制しました。 

結果として営業利益は前年、予想ともに大きく上回り、売上、営業利益ともに上期で過

去最高となりました。 

  

                                                     

              

       

          

           

                                

                  

                              

               

               

                

                      

          

           

    
   
    

    
    
    

    
      
    

           

       

          

       

   
       

          

        

                             

                                           
                 

 



 

こちらのグラフは阪急阪神百貨店の営業利益の増減要因を示したものです。 

さきほどのグラフと同じく、左から対前年の増減を、右から対予想の増減を示していま

す。 

前年に対しては、売上増加による粗利の増加が、経費の増加を上回り、大幅な増益とな

りました。 

予想に対しては、売上増加による粗利増加と、経費抑制の双方が寄与し、予想を上回り

ました。 

  

                                                    

                

 

  
    

  
    

  
    

            

   
   

   
   

   
   

    
  

    
   

    
      

   

   
     
       

     
   
   
      

  

      
       

      
       

                              

   
  
   



 

商品別売上についてご説明いたします。 

衣料品を含むすべてのカテゴリーが前年を大きく上回りました。 

高額商材が含まれる身の回り品や雑貨は、堅調な国内売上に加えて、急伸したインバウ

ンド売上が貢献しています。 

  

                                                      

               

          

                  

                     

                      

                   

                     

                    

                   

                   

                   

           

                  

                                                   



 

こちらのグラフは既存店売上の 2018年度対比を国内売上、インバウンド売上に分けて

示しております。 

振れ幅が大きなインバウンド売上が目立ちますが、まず国内売上が今年度、安定して

2018 年度実績を超える水準で推移していることをご覧ください。 

さきほどのカテゴリー別売上でもご説明したように、高額商材だけでなく衣料品等のカ

テゴリーも回復しており、安定的な力強さがあると認識しています。 

他方で、インバウンド売上は、急速な伸長を見せており、6月以降、単月での最高売上

を更新し続けています。こちらについては次のスライドでご説明いたします。 

  

                                                    

  

   

    

    

                                        
                             

 

                                                  
                                

 

  

                            

          
   
                           

   
  

        

    

             
                   

    

        

    

                        



 

インバウンド売上についてもう少し詳しくご説明いたします。 

インバウンド売上は円安であったこともあり、高額商材が牽引し、7月から 9月は 2018

年度対比約 2倍となりました。 

中国の回復に加えて、韓国・台湾・香港の 18 年度を大きく上回る売り上げが寄与し、

上期では過去最高となる 300 億円の水準となりました。 

中国は客数が 18 年度の半分程度にとどまっておりますが、それを上回る客単価の上昇

によって、18年度実績並みとなりました。 

他方で、韓国・台湾・香港は、客数増加だけでなく、高額商材の伸長により客単価も大

きく伸び、18年度実績に対して 3倍の水準となりました。 

  

                                                    

 

   

   

   

          

  

                    

 

  

  

  

  

            

                                                 
                                   
                                                 

 

                                                    

                                   

    

  

        

   

  

        

   

      
       
     

      
       
      

    

      
       
     

    



 

食品事業の業績についてご説明いたします。 

イズミヤ・阪急オアシスと、関西スーパーマーケットの食品スーパー２社は、既存店売

上高が前年を上回り、増収増益となりました。昨年 10月からの値上げが徐々に浸透し、

２Q の既存店売上高は１Q よりも回復ペースが強まりました。10 月以降は値上げが一

巡することから、点単価上昇ペースは緩やかになると見込んでいます。 

イズミヤ・阪急オアシスは売上伸長とコストコントロールの双方が寄与し、20 億円の

増益となりました。 

関西スーパーマーケットは既存店売上の伸長が寄与し、9億円の増益となりました。 

宅配事業を担う阪急キッチンエール関西は新センター稼働と会員システム変更が影響

し、減収減益となりました。 

                                                      

             

       

   
  

     
   
  

     
       

                              

                       
     
      

                     
      
     

                   

             
      
     

   
   
     

     

                  

                  

                  

                                               
                                                  

 

                                                  
     

 

                         

                                        



 

食品事業の中で特に増益幅の大きなイズミヤ・阪急オアシスの営業利益の増加要因につ

いてご説明いたします。 

売上・粗利率の改善による粗利益の増加と、チェーンオペレーション改革による経費削

減がコスト増加を上回り、前年に対して 20億円の増益となりました。 

チェーンオペレーション改革の効果は今期、上期に集中して出る計画としておりました

が、改革の効果がおおむね想定通り、実績として出ております。 

  

                                                    

                          

                                               

                                      

  

  
    

  
    

       

    
  
  

                         

   
  
   

    
   

      
     

  
  

    
        

  

   
   

                   



 

商業施設事業についてご説明いたします。 

大井開発が運営するビジネスホテルが１Qに続いて、２Qでも高稼働で推移し、ダイナ

ミックプライシングによる客室単価向上も寄与しました。 

効率運営の取り組みも寄与し、大井開発は過去最高益ペースで推移しています。 

  

                                                      

          

       

                    
       

                   

             
   
    

                         

                                      
                                   
                                               

 



 

特別利益・特別損失については、こちらの表のとおりです。第２四半期までで、目立っ

た大きな項目は発生していません。 

  

                                                    

             

                  

  

          

     

       
           

             

       
                

            

                

        



 

設備投資実績についてご説明いたします。 

通期見通しに対して、プロジェクトごとに多少の進捗の違いはあるものの、おおむね想

定通り推移しております。 

 

  

                                                    

      
     

                 
               

       

                
         

      

                           

        
                 
             

       

     

        

                                            

                                      

                      

  



 

今期の見通しについてご説明いたします。 

第 2四半期までの外部環境は業績伸長に大きく寄与しましたが、第 3四半期以降、この

好影響は前提と考えず、下期は期初計画並みを見込んでおります。 

営業利益は、対前年での大きな伸長に加えて、中計経営計画の 170 億円を大きく上回る

220 億円を見込んでおります。 

また、順調な業績回復に伴い、期末には特別配当 3円を計画しております。これにより、

通期で 28円の配当を見込んでおります。 

 

  

                                                      

                

      

       

   
  

            
  
   

     

                                                   

                                          

                            

                            

                    
        
       

                                

                                                

                                   



 

セグメント別の業績見通しについてご説明いたします。 

全てのセグメントが対前年、対中期経営計画目標の双方を上回る見通しとなっておりま

す。 

特に百貨店事業については、前年に対して 72億円の増益、中期経営計画目標値を 40億

円上回ると想定しており、2018 年度並みの利益水準に達する見込みです。 

  

                                                      

                

         

   
  

              
       

                         

                       

                      

                      

             

                        

                                  

                        



 

設備投資額の通期見通しについてはこちらのスライドの通りです。 

期初計画からの変更はなく、中期経営計画 3 か年の投資総額は当初計画 950 億円の枠

内に収まる 913 億円を見込んでおります。 

決算実績および通期見通しについては以上です。 

 

                                                    

                     

                            
                         

 

  

      
     

                 
                 

       

                
         

      

                        
             

        

        
                 
             

        

     


